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〈 論文要 旨〉

　本論文で扱 う電力，ガ ス 等の 公益事業の利益管理 は，他 の 産業 とい くつ かの 点で 異な

る 特徴を持つ ．

1）サ ービ ス の 価格 （コ ス ト）と設備利用率 と の 関係

　需要の 平準 化に よ る設 備利用率 の 向上 が コ ス トの 低減，利益 の 増大 ，サ
ービ ス 価 格の

低下 に結びつ く．

2）公共サ ービス に対する利用者選択の 硬直性

　規制料金の ため ，柔軟 な料金設 定がで きな い ．また，利用 者側 で もサ
ービ ス を利用す

るた め に初期投資が必要で
，

一
旦 選択す る と簡単 には代 替サ ービ ス に移行 で きない ．

3）利用者の サ
ー

ビ ス 購入価格 とサ
ー

ビス の 社会 コ ス トの コ ン フ リク ト関係

　
一般的に 既存サ

ービ ス の 利用 機器の 価格 は，新サ
ービ ス の 利用機器の 価格を下 回る ．

一方，サ
ービ ス の 利用量が増加 し，設備能力の 上 限に達 す る と，サービ ス 提供 に機会原

価が生 じ る が
， 公共料金 で は機 会原価 を反映 した価格設定は難 しい ．

　本論文で は 2 つ の 代替 的 な公 益サ
ービ ス （電 力 とガ ス ）の 設備利用率の ア ン バ ラ ン ス

に着目 し，需 要 を平準化 させ る た め の コ ン トロ ール の 手段 と して ，利用者 の 機器導入時

におけ る補助金 政策 を提案す る ．電力会社 と ガ ス 会社 をそれ ぞれ プ レ ーヤ ーとみ な し，

ビ ル 空 調需 要家 の 獲得を非協力ゲ
ー

ム と して 定式化 し，以下 の 2 ケ
ー

ス につ い て 定量的

に分析 し，負荷平準化 に よる利益管理 の 提案 を行 う．

1）現状 の規制 を前提 と して
， 電力会社 は電気蓄 熱式 に

，
ガ ス 会社 は ガ ス 空調 に 対 し補助

金 を出す．

2）規制緩和 を前提 と して ，電力会社がガ ス 会社の ガ ス 空調に対 して も補助金 を出す．

　 東京電力 と東京 ガ ス に つ い て 数値例 に 適用 し て み た と こ ろ
， 現実 に は両者が 熾烈な競

争を し て い る事実に反 し，規制緩和 され る と電力会社が ラ イ バ ル の ガ ス 空調 に対 して も

機器導入時に利用者 に補助金 を出せ ば ， よ り利益 を上 げる こ とが 可 能な こ とを定量的 に

示す こ とが で きた．

〈 キ
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ワ
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1． は じめ に

　本 論文で 扱 う電力， ガ ス 等の 公益 事業の 利益管理 は ，他の 産業 とい くつ か の 点で異 な る

特徴 を持 つ ．以 下 に い くつ か 整理 して み 翫

1）サ
ー ビス の 価格 （コ ス ト）と設 備利 用 率 との 関係

　公 益事業は ピー ク需要 に対 応 す る だ けの 設備 を保 有す る義務が あ る た め ，サ ー ビ ス 需要

の ピー ク時以外 には 生 産能力の 余剰 （ア イ ドル キ ャ パ シ テ ィ）が 生 じて い る．需 要の 平準

化 が コ ス トの 低減 ， その 結果 と して 利益 の 増 大 ，価格低 下 に 結 び つ く．

2 ）サ ー ビス に対 す る利用 者選択の 硬直性

  規 制料 金 （総括原価 主義 〉の た め
，

一
部季 節別料 金 制度等 は あ る もの の

， 増分 需要 を直

　接 コ ン トロ
ー

ル す る よ うな料金設 定が で きない ．

  サ ー ビス を利用す る た め に利 用 者 も初期投 資が 必 要で ，利 用サ ー ビ ス を一旦 選択す る と

　 簡単 に は代替サ
ー ビス に移行で きな い ． した が っ て ， 代替サ ー ビス 問の 利用 者の 移行 を

　促進す るた め に初期投資 コ ス トへ の 補助 金 （以 下 イ ニ シ ャ ル 補填 と言 う）が行 わ れ る こ

　 とが あ る ． た と え ば
， 消費 者 を囲 い 込 む た め

，
PHS の 通信 サ

ー ビ ス 業 者 が た だ 同然 で

　 通信機 を販 売 し，切 り替 えを促進 して い る の は こ の 例 で あ る ．

3）利用者 の サ
ー ビス 購入価格 とサ

ー ビ ス の 社会 コ ス トの コ ン フ リク ト関係

　 社会全 体か らみ て ある サ ー ビス の 提供が ボ トル ネ ッ ク に な っ て い な い 状況 で は ，最 も社

会 コ ス トの 安 い サ ー ビス の利 用 が 奨励 され る ．そ の サ
ー ビス の 利用 量が増 加 し， 設備 能 力

の 上 限 に 達す る と，サ ー ビ ス 利 用 に 機会原 価 が 生 じる ， よ っ て ， サ ー ビ ス 提供 コ ス トは
，

社 会的 に 最 も経 済的 な選択 で は な くなる が ， 公 共料 金 で は 機 会原価 を反映 した 価格 設 定

は難 しい ．

　
一

方，利用 者か らみ る と既存サ ー ビス に つ い て は
，

こ れ まで の 既存機 器 の 利用 ， 既存利

用 者の 機 器取替需 要等 に よ る 規模 の 経 済性 に よ っ て ， 既存 サ
ー ビス の 利 用機器 の 初期導入

（購 入 ）価 格 は 新 サ ー ビス の そ れ を 下 回 る． した が っ て ， 既 存サ ー ビ ス の 利用 が 社 会 的 に

最適 な選 択で ない に もか か わ らず，利用 者の 既存サ ー ビ ス 需要 は増加 し続 け る ．

　 本論文で は 以 上 の よ うな 公 益 事業の サ ー ビ ス の 特 徴 を考 え， 2 つ の 代 替 的 な 公益 事 業

（電力 とガ ス ）の 設備 利用 率 の ア ン バ ラ ン ス に着 目 し， 需要 を平準 化 させ る た め の コ ン ト

ロ ール 手段 と して ，利用 者 の 機器 導入時 に イ ニ シ ャ ル 補填 の 提 供 に よ る導入促進策 を提案

す る ． イ ニ シ ャ ル 補填 を使 っ て 電力需要 の ピー
ク時 （夏季 ）の 利用 者 をガ ス の 利 用 ヘ シ フ

トさせ る こ と に よ り ， 電力会社 とガ ス 会社 の コ ス ト低減 を図 る ． こ れ は
，

一
種の 価 格政策

で あ る ． こ の よ うな需 要平準 化政 策の 実現性 に つ い て ゲ ー
ム 理論 を適 用 し ， 検証 した ．
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2． 電力 ・ ガス 供給 サ ー ビス へ の 適用

　は じめ に
， 電力 産業 の 現状 に つ い て 概略 す る ． 日本 の 電力料 金 が 欧米各 国に 比べ 高 い こ

とか ら ， 現在 ， 政 府の 審議会で ， 供給側 に対 して は ， 新規発 電設備 の 入札 制度 （今後電力

会社 が 必 要 とす る 新規 の 長期 火力発 電設備 に つ い て は
， 電力 会杜 の み で な く， 独 立 発 電事

業 者 も建 設す る こ とが で き ， 第三 者機 関が 入 札 に よ り決定す る 仕組 み ）や
一

部小 売 り自由

化 （2 万 ボ ル ト以 上 の 特別 高圧 需要家 ，主 に 工 場 等 ，に 対 して 電 力会社 以 外 の 独 立 発 電事

業 者 が電 力会社 の 送 電線 を利用 して ， 自由に 電気 を販売 で きる 仕組 み ）等 の 競 争促進策 が

検討 され て い る （参考文献 ［4］）． また
， 需要側 に つ い て み る と

， 電力会社の 設備投資は

需要の ピ ー
クで あ る 夏期の 昼 間に合わ せ て 行わ れ る た め

，
ピ ー

ク を押 し上 げ る ビル の 冷房

需要 の 伸び は ，設備 稼働 率 の 低 下 に つ な が り，電 気料 金 の 高 い 理 由 の
一

つ とな っ て い る ．

そ の た め
， 電気 蓄 熱式冷房 （夜 間 に蓄熱槽 に電気 冷凍機 に よ り氷 や 冷水 を貯 め

， 昼 間 にそ

の 冷熱 を利 用す る冷房 方式 ）や ガス 冷房 （都 市 ガス に よ る冷房 ）の さ ら な る普 及 に よ る電

力 需要の 平準化 も検討 され て い る （図 1）．

電 力使 用量

0 　 　 6　　　　　 　　　 12　　　 　　　　 18

図 1　蓄熱式空調 に よ る 負荷平準化 の し くみ

24 （時刻 ）

　本研 究で は ，電 力需 要の ピー クが 業務 用 ビル の 空調利用 に よ る 夏場 の 昼 間で あ る の に対

し （図 2），
ガ ス 需要 の ピー

ク は 家庭 の 入 浴 に よ る冬場 の 夜 間 （8 − 9 時頃）で あ る こ とに

着 目 し （図 3）， 負荷 平準 化 に よ る 電力会社 と ガス 会社 の そ れ ぞ れ の 利益 管理 を検討 した ．

そ こ で
， 電力 会社 と ガス 会社 を それ ぞれ プ レ

ー
ヤ

ー とみ な し
，

ビ ル 空 調需 要家獲得 競争 を

非協力ゲ
ー

ム とし て定式 化 し ， 以下 の 2 ケ
ー

ス に つ い て 定量 的に 分 析 し
， 負荷平 準化 の た

め の 新た な価 格政 策 に つ い て 提案 を行 う．
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1）現状 の 規 制の 枠組み で ，電 力会社は電 気蓄熱式 に ， ガス 会杜 は ガ ス 空調機 に 対 しイ ニ

　 シ ャ ル 補填 を行 う場合 ．

2）規制緩和 を前提 と して ， 電力会社 が ガス 空調 機に対 して もイ ニ シ ャ ル 補填 を行 う場 合 ．

電力需 要

0　　　　 6　　　　 12　　　　　 18

図 2　電力需 要パ ター ン （夏 季）

24 （時刻 ）

ガ ス 需要

0　　　　 6　　　　 12　　　　　 18

図 3　ガ ス 需要パ タ ーン （冬季）

24 （時刻〉

　従来 の 餅 究で は ，高橋 ［9］，
Gately ［5］の よ うに 電力会社 内の 負荷平準化 や ，浅野 ［2］

の よ うな発 電部 門で の 競争 を扱 っ た もの が あ る ． また
， 西 川等 ［11］ は

， 季 節別時刻 別料

金 の 導入 に よ っ て 負荷平準 化 の 提 案 をお こ な っ て い る が
，

こ れ らの 負荷平準化 策で は本研

究 の よ うな代 替的 な エ ネル ギ
ー

へ の 積極的 な移行促 進 を実 現す る こ とは 難 しい ．

　また，費用 に 関 して 簡単な 理 論式 を与え て 分析す る こ とが 多い が ，本研究で は Kaplan

et．　al．［3］の 活動基準 原価計算の f法 を参考 に し
，

よ り現実的 な費用 関数を作成 した ．具

体 的 に は 各社 の セ グ メ ン ト別財務 デ
ー タ か ら原価 を コ ス トプ ール に ま とめ

，
そ れ ぞ れ 費用
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発生要因を設定 して
， 回帰分析 に よ り費用 関数 を推 定 した ． さ らに 推 定 した費用 関数 に基

づ き ， イ ニ シ ャ ル 補填 に よる負荷 平準化 策の 効 果 に つ い て 実証研 究 を行 っ た ．

　営業 の 第
一

線で は ，電力会社 とガ ス 会社 は ビル の 空調機 器 の 導入 をめ ぐっ て 熾 烈 な競 争

を して い る ． しか しなが ら ， 本研 究 の 結 果 は現 実 に 反 して
， 電力会社 が 当面 の ラ イバ ル で

あ る ガス 空調機器 に対 して イ ニ シ ャ ル 補填 し ， 移行促進 を行 っ た方が ，
ガ ス 会社 の み な ら

ず電 力会社 に と っ て も利益 を増 大 させ る こ とが わ か っ た ．

3． モ デ ル の 概 要

3．1　ゲ ー ム の し くみ

　 ビ ル の 空調機器 の 導入 をめ ぐ っ て 電力会社 と ガ ス 会社 が競争 を行 う状況 を，非協力 ゲ ー

ム と して モ デ ル 化 す る ．導入 され る 空 調機 器 は
， 負荷平準 化 を可能 とす る 電気 蓄熱式 と ガ

ス 空調 ， 負荷平準 化 に反す る従 来型電気 の 3 種類 で あ る ． もち ろ ん ，そ れぞ れ の 機器 に イ

ニ シ ャ ル 補填 す る こ とは 理論 上 可能 で あ る ． しか し ， 電 力負 荷 の ピー
ク をさ らに 押 し上 げ

る 従来型電気 に ， 電力会社が イ ニ シ ャ ル 補填 して まで 導入 を促進する こ とは
， 利益 管理 と

い う点 か らあ り得な い ． ま た
，

ガス 会社 が ガス 需要の 負荷 平準化 に 貢献 す る夏期 の 空 調需

要 を失 うこ とに な る 電 気蓄 熱式 や従 来型 電気 に対 して イ ニ シ ャ ル 補填す る こ ともあ り得な

い ． した が っ て
，

こ こ で は空調機 器導入 時 に
， 電力会社 が ビ ル オ ー

ナ
ー

に 対す る電気蓄熱

式 とガ ス 空調 へ の イ ニ シ ャ ル 補填 額を い く らに す るか と ， ガ ス 会社 が ガス 空 調 へ の イ ニ シ

ャ ル 補填額 を い くらに す る か を
， 各社 の 価 格政 策 とす る （図 4）．利用 者 の ラ ン ニ ン グ費用

に あた る 電気料 金や ガ ス 料 金 は 規制 を受 けて い る た め
， 電力会 社 ，

ガ ス 会社 ともに戦 略的

に は変 え られ ない とす る． また ， ビ ル の オ ーナ ーは ，空 調機器 に 関す る イ ニ シ ャ ル 費用 と

ラ ン ニ ン グ費用 の 情 報 だ け に基づ い て 空調 機 を選択 す る と仮 定す る ．

　 電力会社や ガ ス 会社 は設備産業の た め ，負荷平準化の 効果 は長期的に 現 れ て くる ．そ こ

で 本研 究 で は各企業 は 長期 的 な利益 最大 を 目指 して
， 利 用者 へ の イ ニ シ ャ ル 補填 額 を意 思

決定す る ． こ こ で はあ る年に空 調機器 を導入 す る ビ ル 群が競争対 象で あ る ．各社 は ，次の

機 器更 新時 まで に （機 器更新 年数 を 20 年 と仮 定 して 計 画期 間 は 20 年） ビ ル 群 か ら得 られ

る 利益 の 現在価 値か ら ， 初期年 （設備導入 年）の イ ニ シ ャ ル 補填額 を減 じた 累積利益 を最

大化す る． こ こ で は ，各社 が そ れ ぞ れ 最適 な価 格政 策 を と る ケ ース と
， 電 力会社 を リー ダ

と しガ ス 会杜 を フ ォ ロ ワ
ー と して 最適化 す る ケ ース の 2 通 りを検討 す る ．後者 の ケ ース で

は ， リー ダで あ る 電力 会社 は 自分 の 戦略 （イニ シ ャ ル 補填 額）に 対 す る フ ォ ロ ワ
ー

で あ る

ガ ス 会社 の 戦 略 （イ ニ シ ャ ル 補填額） を予 想 して
， 自分 の 戦略 を先 手で 決定す る ． フ ォ ロ

ワ
ー

は 後 手で （リ ー ダ の 戦 略を知 っ て か ら），最適 な 自分 の 戦 略 （イ ニ シ ャ ル 補填 額 ） を
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決定 する．

、

、、
κ
、

、、

→

一一一一レ

電気蓄熱式へ の

イ ニ シ ャ ル 補填

ガス 空調 へ の

イ ニ シ ャ ル 補填

電力会社 へ の イニ シ ャ ル 補 填額 （Xle ，
　X2e ）　ガ ス 会社 へ の イ ニ シ ャ ル 補填額 （x9 ）

　　　　　　　　　　　　　　　 図 4 ゲ
ーム の しくみ

3．2　民生 用 ビル 需要家の 機器 選 択モ デル

　 ビ ル の オ ー ナ ーが 選択 で きる 空 調機 の 種類 iを 3 通 り （i ＝ 1 ： 電 気蓄熱式 ，i： 2 ： ガ ス

空調， i ＝ 3 ：従来型 電気空調機） とす る ． こ こ で ビル オ
ー

ナ
ー

の 各空調機 ゴの 効用 Ui を空

調 自体の 効用 Uo と， イ ニ シ ャ ル 機器費用 INi か ら電力会社の イ ニ シ ャ ル 補填額 （
　 　 e　 　 　 e

Xl
，
x2 ）

と ガ ス 会社 の イ ニ シ ャ ル 補填額 x9 を減 じた もの に
，

ビ ル オ ーナ ー
の 設備 回収検討期 間の

総 ラ ン ニ ン グ費用 （各空 調機 iの 年間 ラ ン ニ ン グ費用 Ri ＊ 回 収検討期 間） を足 した 合計費

用 で 定 義 す る ． た だ し ， 電力会社 は電気 蓄熱式 とガ ス 空 調 へ
，

ガ ス 会社 は ガ ス 空 調 の み に

イ ニ シ ャ ル 補填 を行 う．費用以外 の 要因 は本研 究 で は 無視 した ．合計費用 に よる 機 器 選 定

の 効果 を表 すパ ラ メ
ー タ α （た だ し

，
α は正 ） と イ ニ シ ャ ル 費用 と ラ ン ニ ン グ費用 との バ

ラ ン ス を表すパ ラ メ ー タ ーb を導入 す る と
， 各空調機 iを設 置 した と きの ビル オー ナ

ー
の

効 用 Ui は ，

　　σ、
＝ σ。

一
α ｛（刀Vr κf）＋ うRl｝　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （1＞

　　ひ2 ＝ Uo 一
α ｛（ヱ〈12一 κぎ

一
κ
9
）十 b石12｝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）

　　 U3 ＝ Uo一
α ｛（IN3＋ bR3｝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （3）

　　　 ＝σ。
一

α （刀V3＋ bR3）

とな る ．

　誤 差分 布 ε iに 2 重指 数 分布 を仮 定す る と，多項 U ジ ッ トモ デ ル （付録 1 参照 ） とな り，

上 記 の 効 用値 Uiを使 っ て 各空 調機 は 以 下 の よ うな確 率 Pi で 選 択 さ れ る．　 Pi は 式の 形 か ら

σo の 大 きさ に依 存せ ず ， 合計費用 の み に よ っ て 決定 され る ．
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　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 3

醐 ・ 励
9）・ exp （聊 暑・xp （の （4）

4 章 ，
5 章の 適 用事例 で は

，

一
般 的 に い わ れ て い る 空 調機 器等 の ビ ル オ ー

ナ
ー

の 回収 年

か ら （1）式の パ ラ メ
ー タ b を 3 年 と して ， また （5）式が ，最近 の 従 来型 電気 とガ ス 空 調

との 現 実 の 市 場 シ ェ ア （東京 ガス 調べ ） に整合 す る よ う ，
パ ラ メ

ー
タ

ー
α を 0．005 と設 定

した．

3．3　民生 ビル の 電力需要 とガ ス 需要

　 あ る年 に 空調機 iを導入 した ビル 群 （電 力需要群 i と呼ぶ ）の 電力需要 の 合計 を Dei とす

る ． ガ ス 空調が 導入 され て も， 照 明
・動力分 と して 電気が 消費 され る ．各電力需要群 内で

は 1件あた りの 年間販 売量 diや 年間稼働 率等の 負荷 フ ァ ク タ
ー は 同

一．一と考 える． あ る 年に

空調 機 を導入 す る ビル の 総件 数 を K
， 空調機 iを導入 す る ビル の 件 数 を kiとする と

，
　 kiは

Xle
，
　x2e

，
　x9 の 関数 で 以 下 の よ うに な る ．

　　ki（κ f， κ∫，
　xg ）＝ KPi （xle

，
　x2e ，

　xg ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）

こ れか ら空調ec　iを導入 した ビル の 電力需 要の 合計 D 『は 以下の よ うに な る ．

　　1）『（Xle
，
　x2e

，
　xg ）＝ hi（κ f，

κ豸，
　xg ）di　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （6）

　 次 に ガ ス 需 要 に つ い て も同様 に考 える． ガ ス 空調 を導入 した ビ ル の ガ ス 空 調需要 の 合計

を D9 とす る、 ガ ス 空調 需要 は 1 件 あた りの 年 間販 売量 g ， 年 間稼働 率 ， 季節備蓄 量等 の 負

荷 フ ァ ク タ ー は同
一

と考 える ． ビ ル の ガ ス 空調 需要 の 合計 1）9 は ，電 力需 要 と同様 に 以 下

の よ うに な る ．

　　ヱ）9 （xle
，
　x2e

，
コ‘
8
）＝ h2（κf，

κ豸，
　xg ）9 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）

3．4　 電力会 社 の 目的関数

　各電力需要群 の 電力需要は
， 前節で 述 べ た よ うに電力会 社 の 電気蓄熱式 とガ ス 空調へ の

イ ニ シ ャ ル 補填額 （xle ，
　x2e ） とガ ス 会社 の ガ ス 空 調へ の イ ニ シ ャ ル 補填額 誘 に依存す る．

また 各電 力需 要群 に 対応 す る電気 料金 P 呈は
， 外 生 的 に 与 え られ る とす る ． よ っ て 電 力会

社 の 利益 lle （目的 関数 ）は
， 計 画 期 間 に対 象 と な る ビ ル 群 か ら得 られ る利益 か ら補 填額

を減 じた 現在価値 （割 引率 を r とす る ） とす る． 収入 は ， 各空調機 iに対応す る ビル 電力

需要量 瑳 と電気料金 巧 の 積で あ る ．費用 ぴ は次節で 述 べ る よ うに各需要群 ご との 電力需

要量 ぴ ‘ に よ っ て 決定 され る．
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　 　 　 　 　 　 　 　 　　　　　　 　　　　　 ヨ

IJ　e （xle
，
　x2e ，

　xg ）＝ 【Σ （1＋ r ）
一t＋ 1

Σ｛PSDI（Xle ， ぜ ，
　xg ）一ぴ の 詈（Xle ，

　x2e ，
　xg ））｝］

　 　 　 　 　 　 　 　 彦≡1　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ノ
≡1

　　　　　　　　
一ん1コじ1e

− h2x2e 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （8）

3．5　電力会社の 費用 の 推定

　電力 会杜 の 各費用 に つ い て は 過去 5 年間の 東 京電力 の 有価証 券報告書 の デ ー タ よ り推定

した．有 価証券報告 書 で は
， 費用 をセ グメ ン ト別 に燃 料費 ， 発電 ， 送 電 ， 変電 ， 配電 ， 販

売 ，

一
般管 理費 ，事業税等 に 分 けて 示 され て い る． こ こで は 表 1 の よ うに ，4 つ の 機 能別

コ ス トプー ル に ま とめ ， そ れ ぞ れ の 費用発 生 要因 を設 定 した （活動基準原価計算 （ABC ）

の 考 え方 を参考 に し た）．具体 的 に は
， 設 備 に 関連す る費用 に つ い て は

，
ピー ク時の 必要

能力 （需要） と し ， 販 売 関連 費用 は契約 口 数が費用発 生要 因 と した ．

　　　　　　　　　　　　 表 1 費用 の 分類 と費用発生要因

費用項 目 （Y ＝ Y1十 Y2十 Y3十 Y4） 費用発生 要因

燃料費 （y 亘） 販 売電力量 （光 ）　 （百万 kWh ）

発電 費
・
送電 費 ・

変電 費 ・配 電 費 （Y2） ピー
ク時 電力量 （x2）　 （千 kWh ）

販売費 ・一
般 管理 費 （脇 ） 契約 口 数 （x3 ）　 （千 口 ）

事業 税 （Y ，） 売上げ高 （魚 ）　 （百万 円）

　各 コ ス トプール ご と に ， 費用発生 要因を説明変数 とする 費用関数を線形 回帰 に よ り推定

した ．推定は
， 電力会社 の 場合 ， 過去数年は コ ン ス タ ン トに 需要の 増加 に応 じて設 備投資

を行 っ て い る の で
， 過去 6 年聞 の 実績 を元 に して 求 め た （図 4

， 図 5）． 定数項が マ イナス

に な る場合 もある が ， 本分 析の 範囲で は影響が な い と考 えた ． た だ し ， 燃料費 と事業税 に

つ い て は
，

一定比 率を乗 じた ．将来 の 費用 関数 を過去 の 実績 か ら推 定す る こ と はや や粗 い

方法 で あ る が ， 電 力 は ほ ぼ技術 が 確 立 された サ
ー ビス で あ る の で

， 今後 ， 大 幅 に費用 関数

が 変わ る とは考えに くい の で ， こ れ を利用す る こ とに した ．
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　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Y2 ＝ 48 ．806 × 2 −350962
発 電

・
送 電

・
変 電

・
配 電 配 電 費用

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 2

　　　百 万 円　　　　　　　　　　　　 R ＝ O．8862

　　 4
，
000

，
000

　　 3 ，500 ，000

　　 3
，
000

，
000

　　 2
，
500 ，000

　 　 　 　 　 　 50 ，000 　　55 ， 000 　　60 ， 000 　　 65 ， 000 　 70 ， 000

　　　　　　　　　　　　 ピ ー ク 電 力 （千 KW ）

「
−

1

図 4　発電 ・送電 ・変 電 ・配電費用の推定

　 販 売 ・一
般 管 理 費用

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Y3 ＝ 32．39×3−150981

百 万 円　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 R2 ＝ O ．8397
800

，
000

750
，
000

700
，
000

650
，
000

600 ，000

550
，
000

500 ，000

　　　 20 ，000 　 22 ，000　　24 ，
000 　　26 ，

000 　　28
，
000 　 30

，
000

　　　　　　　　　　　契約 口 数 （千 口 ）

　　　　　　　　　　　　　図 5　販 売 ・一般管理 費用の推定

　　Y1 ＝ 3．OXI 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）

　　Y2 ＝ 48．8×2 ＋ 35000 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）

　　Y3 ＝ 32 ．4×3
− 15000 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）

　　Y4 ＝ 0．15×4　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）

そ の 結果 ， 電力会社 の 費用 関数 Y は ，

　　y （百 万円）＝ 　3．OX1 ＋ 48．8×2 ＋ 32．4×3＋ 0．15×4＋ 200000 　　　　　　　　　　 （13）

と推 定 され た ． こ の 式 か ら，電気 蓄熱式 や ガス 空 調 の よ うに ，年 間 の 電 力負荷 に 対 して ピ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 11
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一 ク時電力量 （X2）が 小 さい 需要群 は ， 1件 あた りの 電 力 会社 の 費用 を減 少 させ る 効 果が

ある ．

3 ．6　 ガ ス 会社 の 目的 関数

ガ ス 空調需 要は
，

電 力 空 調需 要 と同 じ く電 力会社 の イ ニ シ ャ ル 補 填額 （Xle ，
　x2e ） とガ ス 会

社 の イ ニ シ ャ ル 補 填額 κ
9 に依存 す る ． ガ ス 空調 需 要 は 1件あ た りの 年間販 売量 g ，年間稼

働率 ， 季節備 蓄量等の 負 荷 フ ァ ク タ ー と料 金単 価 1）9 は
， 同

一 と考える ．ガ ス 会社 の 利益

ffg （目的関数） は
， 計画期 間内 の ガ ス 冷房 ビ ル 群 か ら得る利益 か ら補填 額 を減 じた現在

価値 とす る ．収入 は
，

ガ ス 空 調需要量 D9 と ガス 料金 P9 の 積 で あ る ． また
， 費用 C9 は ガ

ス 空調 需 要 に よ っ て 決 定す る ． ガ ス 料金 は
， 外生 的 に与 え られ る とす る ．

　 　 　 　 　 　 　 　 2o

llg（Xle
，
　x2e

，
　xg ）＝ ［Σ （1＋ r）

− t＋ 1
　｛P 　9D9 （xle

，
　x2e

，
　xg ）− cg（D9 （Xle ，

　x2e
，
　xg ））｝1− k2　xg 　（14）

　 　 　 　 　 　 　 　 t＝ 1

3．7　ガス 会社 の 費用 関数の 推定

　 ガ ス 会 社 に つ い て も ， 有価 証券報 告書か ら燃料 費 ， 製造 費 ， 供給 費 ， 販売 費 と コ ス トプ

ー ル に分 け ， そ れ ぞ れ 表 2 の よ うな費用発 生 要 因 を設定 した ．

　　　　　　　　　　　　　 表 2　費用分類 と費用発 生要因

費用項 目 （Y ＝ Y1十Y2十 Y3十 Y4） 費用発 生 要 因

燃 料 費 （Y ・） ガ ス 販 売量 （X1）　 （百万埠
3
）

製造 費 （跣 ） ガス 販売量 （X1）　 （百万 m3 ）

季 節変動量 （X2 ）　 （百万 m3 ）

ピー ク流量 （X ，〉　 （百 万 m3 ）

供給 費 （賄 ） ピ ー
ク流量 （x ，）　 （百万 m3 ）

販 売費等 （ぬ ） 件数 （盈 ）　 （千件 ）

　各 コ ス トプー
ル ご と に 費用発 生 要 因 を説 明変数 とす る 費用 関数 を推 定 した ． ガ ス 会社 の

場 合 ， 電力 会祉 と異 な り約 10 年 間 隔で 設備 投 資 を行 うの で
， 電力 会 社の よ うに過 去 の 経

年 デ
ー

タ か ら推 定 す る の は 適 当で は ない ． そ こ で ，平成 7 年 の 実績 か ら各費用 発 生 要 因あ

た りの 原 単位 を算 出 した．供給費 と販 売費が 有価証券報告書 上で は供給販 売費 とな り， 分

かれ て い ない ． そ こ で ， 製造設備 と供給設備の 資産比 か ら供給 費 を推 定 し，残 りを販 売費

と した ．
一
般 管理 費 は 各費用 項 目 ご と に 比例 配賦 した ． また

， 製造費 に つ い て は
， 季 節備

蓄 タ ン ク 等 の 季節 変動 量 を説 明変 数 とす る 比率 を 60％
， 気化 設備 等の ピー

ク時流量 を説明

変数 とす る 比 率 を 20％
， 受 け入 れ設 備等 の 年 間 ガ ス 販売 量 を説 明 変数 とす る比 率 を 20 ％
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と仮定 した．

　 Yl ＝ 16Xl

　　Y2 ＝2Xl ＋ 55×2　｛
−7×3

　　Y3 ＝ 85× 3

　　Y4 ＝ 35×4

　そ の 結果 ，
ガス 会社 の 費用関数 Y は

，

　　Y （百 万 円）＝18× 1 ＋ 55× 2 ＋ 92× 3＋ 35×4

と推定 され た ．

（15）

（16）

（17）

（18）

（19）

4． 現状 の 規制 下 で の 電力会社 とガ ス 会社 の 競争

4．1　電力会社 ・ガス 会社 が独立に利益 を最 大化 するモデル （ナッシュ 均 衡 モ デル ）

　 まず現状 の 枠組み の 下 で 分析 を進め る．電力会社 は電気蓄熱式に の み イ ニ シ ャ ル 補填 を ，

ガ ス 会社 は ガ ス 空 調 に の み イ ニ シ ャ ル 補填 を行 う． こ こ で 電力会社 は
，

ガ ス 会社 の ガ ス 空

調 へ の イ ニ シ ャ ル 補 填Wt　x9 に対 して 自分 の 利益 を最 大 化す る Xle を選 ぶ もの とす る． そ の

よ うな xle は x9 の 関数 で あ り，電力会祉 の 最 適応 答 関数 が v
（x9 ）は，

　　R ・N
（。 ・）−

a「gmax
π

・

（。 、

・

， 。，

・

，。
・
）　 。，　t，． x 、

・ 一・ 　 　 　 　 （2・）
　　　　　　　　 Xle

と艤 で きる ． （
a 「g

警 プω は f（x ）を最大 に す る x を左辺 の 値 とす 臆 味）．

　また
，

ガ ス 会 社 につ い て も同様 に電 力会社 の 電気蓄熱式ヘ イ ニ シ ャ ル 補填額 SCIe に 対 し

て 自分 の 利益 を最大化する x9 を選ぶ もの とす る ． ガ ス 会社 の 最適応答関数 R8 （κ f）は
，

　 　 　 　 　 　 　 a 「gmax
　　RgN （xle ）＝　　　　　　　　　　　 ∬19 （Xle ， コじ2

θ

，
　x　

9
）　　　　　8 ， 彦，

　x2e ＝ 0　　　　　　　　　　　　　　　　（21）
　 　 　 　 　 　 　 　 xg

と定義 で きる ．

　そ れ ぞ れ 電 力会社 が 蓄熱 式空調 に ， ガス 会社 が ガ ス 空 調 に 補 填 し独 立 に 利益 最大化 を は

か れ ば
，

ゲ ー ム 理 論 に お け る ナ ッ シ ュ 均 衡解 に 相 当す る ． こ の 均衡 補填 額 婿
N

，
xgN を数

式 で 表す と以下 の よ うで ある ．

　　rv1＞（xg ）＝XleN 　　　　　　s ．　t．　x2e ＝ 0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（22）

　　R9 ム厂

（xle
ハア

）冪 xe
「g
　　　　　s．　t．　ec2e ； 0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（23）

こ れ を 図で み て み る と
，

Xle と x9 は上 記 の 最適応咎 関数 上 を動 くの で ，そ の 交 点 が 均衡解

とな る こ とが わ か る （図 7） （付 録 2 参照），
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xg

鐸
9L

XgN

　 　 e

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Xl
　 　 　 　 　 　 　 eA 「　　　　 eL

　 　 　 　 　 　 XI 　　　 Xl

図 7　電 力会社 とガ ス会社 の 最適応答関数

4 ．2　独立 に利益最大化 を図 る場合 の 最適補填額の 計算結果

　 そ こ で ， 首都 圏 に電力 とガ ス をそ れ ぞれ 供給 す る東 京電力 と東京 ガ ス に対 し ， 本 モ デ ル

を適用 し試 算 を行 っ た （前提 条件 は付 録 3 参照 〉． また ， 首都圏 の ビ ル の 半分 が 都市 ガス

供給可 能 と した （残 り半分は ガ ス 冷房は 導入 され な い ）．本論文で は ビル オ ーナー
の 機器

選 択 に多項 ロ ジ ッ トモ デ ル を適 用 した た め ，解析的 に上 記 の 均衡解 を求め る こ とは 難 し い

の で
，

シ ミ ュ レ
ー

シ ョ ン に よ り解析 す る ．具体 的 に は
， 各社 の イ ニ シ ャ ル 補 填額 をそ れ ぞ

れ ゼ ロ か ら 100 万 円刻 み で 増加 させ ，各利益 を計算 して ， 表 3 を作 成 した ． 自分 が 戦略 を

変 える こ とに よ り， 相 手 が戦 略 を変 え， 自分 の 利益 が下 が らな い 均 衡点 （表 3 の 太枠部分 ）

を探索 した．

　 各社 が 独 自に 利益 を最 大 に す る行動 を採 る と ，ある程 度 の シ ェ ア を取 り合 うナ ッ シ ュ 均

衡 が存在 した ．そ の 結果 を表 3 に示す ．縦軸 は ガ ス 会社 の ガ ス 空調 へ の 補 填額 怎
8

， 横 軸 は

電力会社 の 電気蓄熱 式 へ の 補填額 κ 1
ε

で あ る ．使用期間 中の 利益の 現在価値 は表 中 に 3 段

で 示 した もの で
， それ ぞ れ上 段 が ガ ス 会社 ， 中段 が 電力会社 ， 下段 が その 和 を示 して い る ．

電 力会祉 に と っ て
， 300万 円 の 補 填 を行 う戦 略が ，

200 万 円の 補填 を行 う戦略 や 400 万 円

の 補填 を行 う戦 略 よ り も利益 が 高 い ．
一

方 ，
ガ ス 会 社 に と っ て も ， 100 万 円の 補 填が 200

万 円の 補填 を行 う戦 略や 補填 を行わ な い よ りも利益 が 高 くな っ て い る ． こ の 試算で は ，電

力 会社が 電 気蓄熱式 に 対 し 300 万 円 の 補填 （現在価値 607 億 円）， ガ ス 会杜が ガス 空 調 に

対 し 100 万 円の 補填 （現在価値 16 億 円）す る場 合が 均衡 点 とな っ た ．
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表 3　各戦略 （補填額）での 各社の 利益 （現在価値）の試算

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （単位 ：百万円）

電気蓄熱へ の 補填額 x
已

ガス 空調へ の 補廉ぴ
一

一

＿
200 万 円 300万円 400万円

0円

　　　　　1

ガ ス 会 社

電力会社

　 計

1，99357

，69659

，689

1，55059

，
41160

，
961

1，13458

，38459

，
517

100万 円

i　 ガ ス 会社

　　電力会 社

　　　 計

1
，
98359

β5061

β33

1，57260

，
69462

，266

1，17259

，
38360

，
556

200万 円

ガ ス 会社

電力会社

　 計

1β9561

，52362

，
918

1
♪
33662

，45963

，
595

　 87060

β2261

，
692

5． 規制緩和後の 電力会社 とガス 会社の 競争

5．1 電 力会社 が ガ ス 会社 の 戦略 を予測 して利 益最大化 を図 る モ デ ル

　電力 会社 は 1 章で 述 べ た よ うに
， 電気蓄熱 式 と 同様に ガ ス 空 調が 導入 され て も負荷平準

化 を図 る こ とが で きる． よ っ て
，

ガ ス 空 調 に イ ニ シ ャ ル 補填 を行 うこ とに よ っ て 電 力需要

の ピー
ク を下 げ る こ とが で きれ ば

， 電力会社 に利益 を もた らす可 能性が あ る ，そ こ で 規 制

緩和 に よ り電 力会社 が ガ ス 空調 に 対 して もイ ニ シ ャ ル 補填 を行 うこ とが 許 され る場 合 に つ

い て ， 電力会杜が 利益 最 大化を図 る場合 を検討す る．電 力会社 は先 手で
，

ガ ス 会社 の 行動

を予 測 して 自分 の 利益 が 最大 に な る よ う電 気蓄熱 式 とガ ス 空調 に 対 して の イ ニ シ ャ ル 補填

額 を表明 す る ．
一

方 ，
ガ ス 会社 は 後手 で 電 力会社 の 各 イ ニ シ ャ ル 補 填額 を考慮 して

， 利益

最 大 に な る よ うガ ス 空調 へ の イ ニ シ ャ ル 補填額 を決定 す る ．

先手く 電力会社 〉

  電 気蓄熱式 へ の イ

ニ シ ャ ル 補 充額

  ガ ス 空調 へ の イ ニ

シ ャ ル 補充 額

⇒
後手 く ガ ス 会社 〉

ガ ス 空調へ の 補充 額

図 7　各社 の 戦略

まず ガ ス 会社 が 電 力会 社 の 電気 蓄熱式 と ガ ス 空 調へ の イ ニ シ ャ ル 補填額 （Xle ，
　 xi ）対 し

15

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assoolatlon 　of 　Management 　Aooountlng

管理 会計 学 第 7 巻 第 1・2 合 併 号

て， 自分 の 利益 を最大化す る f を選 ぶ 最適応答 関数 Rgs （xle ，
　x2e）は ，

　　Rgs （・・

e

・ ・2e）
・・

　
a 「

讐  ・
（x ・

e

・ x2e … ）　 　 　 　 　 （24）

と定 義 で きる．

　次 に電力会社が ガ ス 会社の 最適応答関数 R98 （xle
，
　x2e ）に対 して 自分 の 利益 を最大化 す る

（xle ，
　x2e） を選 ぶ 最適反応 関数をRgs （SCIe，　x2e ）は ，

　　R ・s （Rgs （x
、

・

，
・x

、

e

））一 鴨
m

竪 π・
（x 、

e

，
・x 、

e

，
　R ・s

（x 、

e

，
・x、

e

））　 　 　 　 （25）
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Xl

，
コC2

と定義 で きる ．

　 こ の 競争は ，電力 会社 が リー ダ ー
で ， ガ ス 会社 が フ ォ ロ ワ

ー とす る ゲ ー ム 理論 の シ ュ タ

ッ ケ ル ベ ル グ均衡 に相 当す る ． こ の 均衡補填額 κ1eS，　x2eS ，　xgs は以下 の 関係式 を満たす ．

　　Rgs （Xle
，
　x2e ）＝＝x 　gs 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（26）

　　Re8 （xgs ）＝（XleS
，
　x2eS ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（27）

　 eX2

R85 （…
召

… 2e）

f

　　　　　　　　　　　図 8　電力会社 が リーダーの場合の均 衡解

　図で み て み る と，電 力会社 の イ ニ シ ャ ル 補 填額 （Xle ，
　x2e ） に 対 して ， ガ ス 会社 の 最適 イ

ニ シ ャ ル 補填額 x9 は， 3 次元 空間上 の 一
つ の 曲面 とな る ．均衡解 は そ の 曲面 Rgs （Xle ，

　x2e ）

上 で 電 力会社 の 利益 Ileの 最大 に な る点 で あ る （図 8）．

5．2　電力 会社 が リー ダー で 利益 最 大 化 を 図 る場合 の 最適補填額 の 計算結 果

　各社 の 最適戦 略 （イ ニ シ ャ ル 補填額）は 以下 の 手順 で 試算 した 。 まず，電力会社 の ガ ス

空調 へ の 分 飆率， つ ま り電 力 会社 の ガ ス 空 調 へ の イ ニ シ ャ ル 補 填額 x2e と
， 電力 会社 とガ

ス 会社 の ガ ス 空 調 へ の 補填額 の 和 （x2e ＋x9 ） との 比 h を決 め る ．
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　　h　 ・ x2e ／（x2e ＋xg ）　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （28）

　つ ぎに ， 各分 担率 ご と に電 力会社 が ガス 会社 の 戦略 を予 測 して 先手 で 戦 略 を決定 す る ．

さ ら に各分担率ご と に ， ナ ッ シ ュ 均衡解の 探索 と同 じ よ うに ， 各補填額 ご とに 両杜 の 利益

を計 算 し， 均衡点を見 つ け た （表 4 の 太枠の 戦 略 の 組合 わ せ ），そ う して
， 各均 衡 点 の 中

で 電力会社 の 利 得の 最大 の もの を選択 した ． そ の 結果 を表 4−1 か ら表 4−3 に示 す．表の 見

方 は前章 と同 じで
， 縦軸 は ガ ス 空調 へ の 補 填額 （上 段 ガ ス 会社 分 ， 中段 電力会社分 ， 下段

そ の 合計）， 横軸 は電 気蓄熱式 へ の 電力会社 の 補填額 で あ る ．利益 （現在価値 ） は上 段 が

ガ ス 会社 ， 中段 が 電力 会 社 ， 下段 が そ の 和 を 示 して い る ．電 力会社 が ガ ス 空調 に 対 して
，

そ の 509・ を分 担 す る と電 力会社 の 利益 は ，40％ 分 担 す る場 合 や 60％ 分 担 す る場合 よ りも

利益 が 高い （表 4 − 2）． こ の と き ， 電 力会杜 は 電気 蓄熱 式 に対 し300万 円の 補填 ，
ガス 空

調 に対 し 150 万 円の 補填 を す る （現在価値 622 億 円 ）． ガ ス 会社 は ガ ス 空調 に 対 し 150 万

円の 補填 を行 う （現在価 値 24 億 円）． こ れ は
， 電 力会 社 ，

ガ ス 会社 と も4．3節 で 求 め た

ナ ッ シ ュ 均 衡解 よ りも共 に利益 が増 加す る （ガ ス 会社 9 億 円
，

電 力会社 15 億 円増 加）．

　　 表 4−1　分担率 40％ の 場合の 各戦 略で の 各社の 利益 （現在価値）

電 力会 社 の ガ ス 空調 補填額 分担 率　　　　　　　　　　　　　　　40％ （単位 ：百万 円）

電気蓄熱 へ の 補填額 」じ
、

ε

ガ ス 空調 へ の 補填額   ＋ ぜ 200万 円 300万 円 400万 円

60万 円

40万 円

100万 円

ガ ス 会社

電 力会社

　 計

2
，
38858

，94561

β33

1
，
89460

，37262266

1
，
41259

，14360

，
566

120万円

80 万円

200万円

ガ ス 会社

電力会社

　 計

2，56360

，
35562

，
918

2，08761

，
50763

，
595

1，59860

，
09461

，
692

200万 円

200万円

300万円

ガ ス 会社

電力会社

　 計

2β0161

，
72264

，
023

1，93662

，
67864

，
614

　 1，53561

，
162

626 ，966
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表 4・2　分担率 50％ の 場合の各戦略での各社 の 利益 （現在価値）

電力会社 の ガス 空調補填 額分担率　　　　　　　　　　　　　　50％ （単位 ：百万円）

電気蓄熱 へ の補填額 怎 1
ε

ガ ス 空調 へ の 補填額 ザ ＋κ2e 200万 円 300万 円 400 万円

100万 円

100万円

200 万 円

ガ ス 会社

電力会社

　 計

2β5560

，06362

，
918

2
，
32561

，26963

｝595

1，78159

，
91161

，692
150万円

150万 円

300万円

ガ ス 会社

電力会杜

　 計

2，89961

，
12464

，023

2，43962

，
17564

，
614

1
，
93360

，76362

，696
200万 円

200万円

400万 円

ガス 会社

電力 会社

　 計

2
，
44261

，74864

，190

2
，
13062

，
76764

，896

1
，75861

，
44563

，
203

表 4B 　分担率 60％ の 場合 の各戦略での各社 の 利益 （現在価値）

電 力会社の ガ ス 空調補填額 分担 率　　　　　　　　　　　　　　60％ （単位 ：百万円）

電気蓄熱へ の 補 填額 κノ
ガ ス 空調 へ の 補填額 κ

8
鰭 2e 200万 円 300万 円　　　　400 万円

120万 円

180 万 円

300万円

ガ ス 会社

電 力会社

　 計

3，49760

，
52664

，023

2
，
94261

，67264

，
614

2
，
33260

β6462

，696
160万 円

240万 円

400万 円

ガ ス 会社

電力会社

　 計

3
，
46560

，
72564

，
190

3，02261

，
87564

，896

2
，
49560

，70863

，
203

200万 円

300万 円

500万 円

ガ ス 会社

電力会社

　 計

2
，
95060

，18263

，
132

　2
，
66361

，42064

，083

2 ，29660

，51862

，813

6．　 ま とめ
ー

　公 益 事業で あ る 電力 と ガ ス に つ い て ，民生 ビル の 空調需要 に対 す る 競合 関係 を非協 力 ゲ

ー
ム と し て 定式化 し ， 利 用 者 の 購 入機 器 へ の 補助 金 を利 用 した負荷 平準化 に よる利益 管理

を検討 した ．

　1）既存 の 規 制 の 枠組み で 電 力会 社 は 電気蓄熱式 に
，

ガス 会社は ガ ス 空調 機 に対 しイ ニ

　　　シ ャ ル 補填 を行 う場合

　2）規 制緩和 後に電力 会社 が ガ ス 空調機へ もイ ニ シ ャ ル 補填す る場 合

をモ デ ル 化 し，比較検討 した ．東京 電力 と東 京ガ ス に つ い て コ ス ト分 析 を行い
， 現実 の デ

ー
タ をあ て は め て み た ．規制緩和 を前提 と して ，電 力会社が ガ ス 空調 機 に対 して もイ ニ シ
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ヤ ル 補填 を行 う場合．現実 に は 両者が 熾烈な競争 を して い る事実に 反 し ， 電力会社 が ガ ス

空調 に対 して もイ ニ シ ャ ル 補填す る こ とが 可能に なれ ば ， 蓄熱式 空調 の み に補填す る よ り

も両 者 とも利益 を上 げ られ る こ と を定量 的 に示 した ．

　設備能 力費 （発 電費 ， 送電費 ， 配電費） と ピー
ク電力量 の 関係 ，

ガ ス 製造費 と ピー
ク流

量 との 関係 は，供 給会社 が 長期 的 な生 産能力計 画 に 基づ い て 準備 した生 産 能力 の 範囲内に ，

ピ ー
ク時 消費量 が お さ まる こ とを前提 と して い る こ とは本稿 の 限界で ある ． ピ ーク量 が計

画能力 を超えた 時 の 機 会原価 は ゲ
ーム に お い て 考慮 され て い な い ． こ れ らの 機会原価 を考

慮す れ ば
， 均衡解 は 電 力会社 が もっ と積極 的 に ガ ス 空調 に 補助金 を出す よ うに シ フ トす る

だ ろ う．

　 ゲ ー
ム の 手法 自体は 目新 し くない が ， 以下 の 点 で よ り現実 的 な利 益 管理 の 政 策提案 が で

きた ．

　 1）費 用 関数の 分析 に 管理会計 の 手法 を参考に し，
よ り現実 的 な試 算 を行 っ た ．

　 2 ） ゲ ー ム の 戦 略 を イ ニ シ ャ ル 補填 と し需要 家 の 選 択 に多項 u ジ ッ トモ デ ル を導入 す る

　 　 こ と に よ り3種 類の 空調機 か ら選択 す る状況 を扱 っ た 。

　 3）従 来電 力会社 の み で 検討 して い た 負荷平 準 化政策 を ガ ス 会社 を含め た形 まで 拡張 す

　　 る こ とで
，

よ り効 果の ある 平準化策 を提 案 した ．

　 英 国や 米国等で は電 力産業の 発 電 ・送 電 ・
販売 の 分離 が 実際 施行 され て い る ．本 稿 で は

需要面 に 視点 をお い た が
， 今後 は供給 面 に 視 点 をお き ，

エ ネル ギ
ー

産 業 の 規制 緩和 後 の 利

益 管理 に つ い て 検討 して い きた い ．

付 　録

1． 多項 ロ ジ ッ トモ デ ル に つ い て

　本論文 で 適 用 し た多項 ロ ジ ッ トモ デ ル は ，マ
ー

ケ テ ィ ン グ の 分 野 で，消費者 の 製晶選択 の モ デ ル で よ く利用 さ

れ る もの で あ る （参考文献 ［6】）．こ れ は 回帰分析 で一
般 的 な、2 項選択 モ デ ル に お い て 分布関数 に ロ ジ ス テ ィ ク

分布 を仮定 した ロ ジ ッ トモ デ ル と は 異 なる ．本論文 の 多項 ロ ジ ッ トモ デ ル で は
， 各選択肢 （製品）j の 選択確率

Pjは ，効 ra　Ujと 誤 差 Ejをもち い て ，以 下 の よ うに 定義 さ れ る．

　 ρj
＝Prob 〔防＋6

ノ
≧ σ距

＋ 9 陶，∀h≠ ノ｝

　誤差 r、
に 関 して ，互 い に独 立 に以 下 の よ うな 二 重指数分布に従 うと仮定す る．

　 Prob （Ej ＜ 0）＝exp 卜 exp （
− t）1
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こ の とき，選択肢ノの 選択確率Pjは ，計算に よ り以 下 の 式 の よ うに な る．

　 　 　 　 　 　 　 j

　　Pj ＝・xpUj ／Σ・xpLl 」

　 　 　 　 　 　 　 ゴ
≡1

本論文で は こ の 多項 ロ ジ ッ トモ デ ル を適用 した．

2． ナ ッ シ ュ 均衡解 の 存在 に つ い て

　各社 の 目的関数 が凸関数 で あ れ ば，ナ シ ェ 均衡解の 存在性 の 定 理 に よ り，ナ シ ュ 均衡解 の 存在 が 示せ る．しか

し，本論文 の 目的関数 は，空調機器 の 選択確率に多項 ロ ジ ッ トモ デ ル を適用 した た め
， 凸関数 で は ない ．よ っ て

こ こ で は 以 下 の 手順 で ナ シ ュ 均衡解の 存在 を証明する．こ こ で は証明 の概略を示す．まず，電力会社の 目的関数

が
，

あ る ガ ス 会社 の 補槙額 x9 に 対 して
， 最大点 （内点） を．．

つ 持 つ こ と を 示す．こ れ に よ り，
ガ ス 会社 の 補填

額 xg に 対 す る 電力会社 の 最 適応答 関 数 ReN （x9 ）は，最大点 をつ な い だ包絡 線 を満 た す （x9 ，
　Xle ） の 集 合 で あ る、

同様 の こ と が ガ ス 会社 に も言 え る．さ ら に こ れ ら の 関数が図 7 の よ うな 形 で あ り，（xgL ，
　XleL ） の 上 限 を もち交

わ る こ とが 示せ る の で ，こ の交点が ナ ッ シ ュ 均衡解で あ る ．

3． 適用 事例の 前提条件

1＞需　要

　　 競争対 称 ビ ル 件数 　10
，
000 件 （内 ガ ス 供 給 圏 は 5

，
000 件）

年 間電 力 量 420
，
000kWh ／年

うち空調比 率 40 ％

蓄熱式空調夜 間比率 70 ％

ガ ス 空調 ガ ス 使用 量
　 　 　 　 3
75

，
000m

ガ ス 空調 ピー
ク時 倍 率 （＊ 1） 5000

季節備蓄率 8％

（＊ 1　 ピー
ク時倍率 ＝ 年間使用 量／ ピー

ク時使用量 ）

電 気蓄熱式 ガ ス 冷房 従 来型 電 気

電力 ピーク時倍率 4
，
000 3

，
500 2

，
700

2） コ ス ト

電 気 蓄熱式 ガ ス 冷房 従来型電 気

イ ニ シ ャ ル コ ス ト　（万 円） 2 ，400 2 ，000 1，700

ラ ン ニ ン グ コ ス ト （万 円 ／ 年） 198 338 370
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     A  Profit  Control  in the  Public-Service
Corporation  by  Stabilizing the  Service-Load

-  A  Non-Cooperative Game  Theoretic Approach  to

         the Deregulated Power  Company  -

Hiroshi Kashie*, and  Noboru  OguraS

Abstract

  A  profit control  in the public-service corporatien  is different from that in other

industries in seme  respects.

  1) Stabilizing the service-load  directly contributes  to reducing  the cost,  increas-

ing  the profit, and  decreasing  the service  priee.

  2) Inflexible regulated  service  price (User's Cost of  Service) ahd  high  exit  bartrier

of  the service  users  because  of  the expensive  initial equipment  cost.

 3) Conflict between service  pri¢ e  and  social  service  cost.

  In this  paper  we  analyze  the  profit control  in a  power  cgmpany  by  taking  advan-

tage  ef  disnibuted peak  load hours  between  the company  tind a  ga$ company.  We

propose  that a  power  company  should  subsidize  the  gas-air-conditioner  to stabilize

the  air-collditioried  load for commereial  buildings whose  regulated  rate  is cheaper

than  its marginal  service  cost.

  This paper  introduces a  non-cooperative  game  theoretic approach  to model  and

design the subsidy  system.  We  found that a  power  compqny  could  achieve  larger

petential profit if they  subsidize  the  gas-air-conditienod equipment.
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